
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軟磁性薄膜を有する薄膜磁気素子において、
　前記軟磁性薄膜は、
　一般式： T1 0 0 - x - y Mx（ AOv） y

（式中、 Tは Feおよび Coから選ばれる少なくとも 1種の元素を、 Mは Zr、 Hf、 Nbおよび Yから
選ばれる少なくとも 1種の元素を、 Aは Si、 Ge、 Sn、 B、 Pおよび Cから選ばれる少なくとも 1
種の元素を示し、 x、 y、 vはそれぞれ 5≦ x≦ 20at.％、 8≦ y≦ 25at.％、 ≦ v≦ 2である）
　で実質的に表される組成を有すると共に、一様なアモルファス相からなり、かつ比抵抗
が 1000μΩ・ cm以上であることを特徴とする薄膜磁気素子。
【請求項２】
　軟磁性薄膜を有する薄膜磁気素子において、
　前記軟磁性薄膜は、
　一般式： T1 0 0 - x - z Mx（ AOv） z

（式中、 Tは Feおよび Coから選ばれる少なくとも 1種の元素を、 Mは Zr、 Hf、 Nbおよび Yから
選ばれる少なくとも 1種の元素を、 Aは Si、 Ge、 Sn、 B、 Pおよび Cから選ばれる少なくとも 1
種の元素を示し、 x、 z、 vはそれぞれ 5≦ x≦ 20at.％、 1≦ z≦ 10at.％、 0≦ v≦ 2である）
　で実質的に表される組成を有すると共に、 微結晶粒

第１のアモルファス相
の周囲に 第２のアモルファス相
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微構造を有することを特徴とする薄膜磁気素子。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
　本発明は、薄膜磁気ヘッド、薄膜インダクタ、薄膜トランス等の薄膜磁気素 関する
。
【０００２】
【従来の技術】
例えば、ＶＴＲ等の磁気記録再生装置においては、画質等の向上を図るために、記録信号
の高記録密度化、高周波数化等が進められており、これに対応して磁気ヘッド材料には高
周波特性に優れると共に、高飽和磁束密度を有する磁性材料が要求されるようになってき
ている。
【０００３】
また、各種電子機器の小形化を達成するために、その必須条件となる電源部の小形化を可
能にする薄膜インダクタや薄膜トランスに対する期待が高まっており、さらにはこれら薄
膜磁気素子を小形化するために高周波数化が進められている。このため、薄膜インダクタ
や薄膜トランス等に用いられる軟磁性薄膜に対しても高周波特性の向上が求められている
。
【０００４】
すなわち、軟磁性薄膜を高周波数帯域で励磁する場合、磁化反転に伴うヒステリシス損と
渦電流損が問題となるため、これらをできる限り低減して低損失化する必要がある。特に
、高周波励磁では渦電流損が顕著になる傾向があるため、軟磁性薄膜自体の高抵抗率化等
が求められている。そして、今後磁気素子の動作周波数が  10MHz～ 100MHzへと推移してい
くにつれて、高周波数帯域での低損失化と高飽和磁化の両立がより一層重要な問題になっ
てくると考えられる。
【０００５】
ところで、高飽和磁束密度を有する軟磁性薄膜としては、従来、 Fe-Al-Si系の結晶質合金
薄膜や、 Fe-B、  Fe-Si-B、 Fe-Co-Si-B等の金属－半金属系のアモルファス合金薄膜、  Co-
Zr、 Co-Zr-Nb等の金属－金属系のアモルファス合金薄膜等が知られている。しかし、 Fe-A
l-Si系等の結晶質合金薄膜では、電気比抵抗ρが 80μΩ・ cm以下程度であり、また Fe-B系
や  Co-Zr系等のアモルファス合金薄膜でも電気比抵抗ρは  150μΩ・ cm以下程度であるた
め、高周波数帯域特に  MHz帯域で数μ m 以上の厚さの軟磁性薄膜を励磁する場合には、い
ずれも渦電流損が大きくなってしまうという欠点を有している。
【０００６】
また、上述したような従来材料の欠点を克服するために、最近、 (Fe,Co)-(B, Si,P)-(Si,
Al,Zn,Ti）系や  (Fe,Co,Ni)-(B,Si,C)系等において、  2相のアモルファス相からなるヘテ
ロアモルファス軟磁性合金薄膜が提案されている（例えば特開昭 63 -119209号公報、特開
平 3-106003号公報参照）。このようなヘテロアモルファス軟磁性合金薄膜は、膜としての
電気比抵抗ρが～ 1000μΩ・ cmであり、　  MHz帯域で使用する場合には渦電流損を抑制で
きるものの、さらに  MHzを超えるような高周波数帯域での使用を考えた場合には、磁性を
担うアモルファス相内部での渦電流損が大きくなるため、十分に低損失化できないおそれ
がある。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
上述したように、小形化対応の薄膜磁気ヘッド、薄膜インダクタ、薄膜トランス等の薄膜
磁気素子には、高周波数帯域において良好な軟磁気特性および高飽和磁化を示すと共に、
低損失化が可能な高比抵抗を有する軟磁性薄膜が求められている。そして、今後薄膜磁気
素子の動作周波数は、  MHz帯域から  10MHz～ 100MHzへと推移していくことが必須であると
考えられているが、このような動作周波数においては、従来の軟磁性薄膜では十分な低損
失化が図れないおそれがある。従って、  MHz帯域以上においても十分に低損失化すること
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が可能な高比抵抗を有すると共に、良好な飽和磁束密度を有する軟磁性薄膜が求められて
いる。
【０００８】
　本発明は、このような課題に対処するためになされたもので、良好な飽和磁束密度と高
比抵抗を両立させた軟磁性薄膜を用いることによって、特に MHz帯域以上で優れた特性が
得られる薄膜磁気素 提供することを目的としている。
【０００９】
【課題を解決するための手段と作用】
　本発明における第１の薄膜磁気素子は、請求項１に記載したように、軟磁性薄膜を有す
る薄膜磁気素子において、前記軟磁性薄膜は、
　一般式： T1 0 0 - x - y Mx（ AOv） y　　… (1)
（式中、 Tは Feおよび Coから選ばれる少なくとも 1種の元素を、 Mは Zr、 Hf、 Nbおよび Yから
選ばれる少なくとも 1種の元素を、 Aは Si、 Ge、 Sn、 B、 Pおよび Cから選ばれる少なくとも 1
種の元素を示し、 x、 y、 vはそれぞれ 5≦ x≦ 20at.％、 8≦ y≦ 25at.％、 ≦ v≦ 2である）
　で実質的に表される組成を有すると共に、一様なアモルファス相からなり、かつ比抵抗
が 1000μΩ・ cm以上であることを特徴としている。
【００１０】
　また、第２の薄膜磁気素子は、請求項２に記載したように、軟磁性薄膜を有する薄膜磁
気素子において、前記軟磁性薄膜は、
　一般式： T1 0 0 - x - z Mx（ AOv） z　　… (2)
（式中、 Tは Feおよび Coから選ばれる少なくとも 1種の元素を、 Mは Zr、 Hf、 Nbおよび Yから
選ばれる少なくとも 1種の元素を、 Aは Si、 Ge、 Sn、 B、 Pおよび Cから選ばれる少なくとも 1
種の元素を示し、 x、 z、 vはそれぞれ 5≦ x≦ 20at.％、 1≦ z≦ 10at.％、 0≦ v≦ 2である）
　で実質的に表される組成を有すると共に、 微結晶粒

第１のアモルファス相
の周囲に 第２のアモルファス相

微構造を有することを特徴としている。
【００１３】
まず、本発明の第１の薄膜磁気素子について詳述する。
【００１４】
第１の薄膜磁気素子は、上述した  (1)式で実質的に表される組成を有し、一様なアモルフ
ァス相からなる軟磁性薄膜を有するものである。ここで、上記  (1)式中の  T元素は磁性を
担う成分であり、 Feおよび Coから選ばれる少なくとも  1種の元素である。  T元素としては
、 Fe単独、 Co単独、  Fe-Co系のいずれを用いてもよいが、特に高飽和磁束密度が得られる
と共に、高いキュリー温度を示すこと等から、  Fe-Co系を使用することが好ましい。
【００１５】
また、  M元素は上記  T元素のアモルファス化を促進する成分であり、原子半径が大きい Zr
、 Hf、 Nbおよび  Yから選ばれる少なくとも  1種の元素を用いる。このような原子半径が大
きい  M元素を含有させることによって、  T元素を効果的にアモルファス化することが可能
となる。上記  M元素の含有量は  5～  20at.%(原子 %)の範囲とする。  M元素の含有量が  5at
.%未満であると、軟磁性薄膜のアモルファス化を十分に促進することができず、一方 20at
.%を超えると磁化の急激な低下やアモルファス相以外の相の析出が起こるようになる。
【００１６】
 A元素は軟磁性薄膜の一様なアモルファス化を促進すると共に、結晶化温度、保磁力、異
方性エネルギー、磁歪等の改善に寄与する成分であり、 Si、 Ge、 Sn、  B、  Pおよび  Cから
選ばれる少なくとも  1種の半金属元素を用いる。これら半金属元素のうち、特に飽和磁束
密度の低下を抑制するという点からは Geや Siを用いることが好ましく、さらに結晶化温度
の低下を防止して、アモルファス軟磁性薄膜の安定化を図る上では Siを用いることが望ま
しい。その他、保磁力、異方性エネルギー、磁歪等の観点から、目的に応じて  A元素を適
宜選択して使用することができる。
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【００１７】
　ここで、第１の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜においては 素を含有させることが
好まし この酸素含有量は一様なアモルファス相とする上で、 AOvとしての vの値を 0.1
以上とす なお、酸素量が多すぎると酸化物相が析出するため、上記 vの値は 2以下とす
る。
【００１８】
上述した  A元素の含有量は、上記 AOv  として  8～ 25at.%の範囲とする。 AOv  としての  A元
素の含有量が  8at.%未満であると、微結晶相とアモルファス相との混相膜となり、 1000μ
Ω・ cm以上の比抵抗を実現することができない。一方、 AOv  としての  A元素の含有量が 25
at.%を超えると、アモルファス相が安定に存在することができなくなる。軟磁性薄膜を一
様なアモルファス相とする上で、後述する実施例から明らかなように  A元素の含有量は重
要であり、第２の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜と比べて比較的多量に  A元素を含有さ
せることで一様なアモルファス相からなる軟磁性薄膜を実現することができる。  A元素の
より好ましい含有量は AOv  として 10～ 18at.%の範囲である。
【００１９】
また、  M元素と  A元素の組合せとしては、  (M,A)=(Zr,Si)、  (Zr,Ge)、 (Zr,Sn）、  (Hf,S
i)等が飽和磁化、磁歪定数、結晶化温度の点から好ましい。
【００２０】
そして、上述したような組成範囲において、後に詳述するように膜形成源の種類、成膜時
の雰囲気圧、投入パワー等を最適化することによって、一様なアモルファス相からなると
共に、比抵抗ρが 1000μΩ・ cm以上の高抵抗を達成した軟磁性薄膜が得られる。このよう
に、飽和磁束密度の低下を抑制した上で、軟磁性薄膜の比抵抗ρを 1000μΩ・ cm以上とす
ることによって、  MHz以上の高周波数帯域で使用した場合においても、渦電流損を十分に
抑制することが可能となる。従って、薄膜磁気素子の低損失化を達成することができる。
【００２１】
本発明の第１の薄膜磁気素子の具体例としては、磁気コア等として軟磁性薄膜を使用する
薄膜磁気ヘッド、磁気シールド層や磁気ヨーク等として軟磁性薄膜を使用する磁気抵抗効
果素子、平面型コイルの磁気コアとして軟磁性薄膜を使用する薄膜インダクタや薄膜トラ
ンス等が挙げられるが、本発明はこれらに限定されるものではなく、他の薄膜磁気素子に
適用することも可能である。
【００２２】
上述したような本発明の第１の薄膜磁気素子は、例えば  T1 0 0 - x   Mx  で実質的に表される
第１の膜形成源と、 AOw  (1≦  w≦ 2.5)で実質的に表される第２の膜形成源とを、第１の膜
形成源の面積Ｓ 1  に対する第２の膜形成源の面積Ｓ 2  の比Ｓ c  (=Ｓ 2  ／Ｓ 1  × 100)が 28～
 58%の範囲となるように配置し、このような  2種類の膜形成源を用いて、上述した一様な
アモルファス相からなる軟磁性薄膜を成膜する工程を経ることによって得られる。また、
 2以上のスパッタ源を有するスパッタ法や単一のスパッタ源によるスパッタ法によっても
同様である。
【００２３】
なお、上記アモルファス軟磁性薄膜の形成工程は、薄膜磁気素子の種類に対応させた形で
実施されるものであり、例えば薄膜磁気素子が薄膜磁気ヘッドであれば磁気ギャップを介
して形成される上下一対の磁気コアの形成工程として、また薄膜磁気素子が薄膜インダク
タや薄膜トランスであれば平面型コイルの少なくとも一方の主面と絶縁層を介して積層さ
れる軟磁性薄膜の形成工程として実施されるものである。
【００２４】
上記軟磁性薄膜の成膜方法としては、ＲＦスパッタ法、ＤＣスパッタ法、マグネトロンス
パッタ法、イオンビームスパッタ法等のスパッタ法が適しているが、真空蒸着法、イオン
プレーティング法、レーザーアブレーション法等の他の物理的気相成長法（ＰＶＤ法）を
適用することも可能である。
【００２５】
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なお、軟磁性薄膜の形成工程における他の条件は、適用した成膜方法に応じて設定すれば
よく、例えばスパッタ時におけるスパッタガス圧は  3Pa以下、望ましくは  2Pa以下とする
ことがよい。
【００２６】
次に、本発明の第２の薄膜磁気素子について詳述する。
【００２７】
第２の薄膜磁気素子は、前述した  (2)式で実質的に表される組成を有し、例えば図１に示
すように、微結晶相１と第１のアモルファス相２の周囲に第２のアモルファス相３が配置
された微構造の軟磁性薄膜４を有するものである。ここで、上記微結晶相１は、 Feおよび
Coから選ばれる少なくとも  1種の  T元素を主とするものであり、軟磁性薄膜の高飽和磁束
密度化等に寄与する。また、第１のアモルファス相２は、上記微結晶相１と同様に  T元素
を主とするものであり、軟磁性薄膜の軟磁気特性の向上等に寄与する。
【００２８】
上述した微結晶相１と第１のアモルファス相２は、その周囲に網目状に配置された  M元素
および  A元素を主とする第２のアモルファス相３により包囲されており、第２のアモルフ
ァス相３は高抵抗を示すことから、軟磁性薄膜全体として高比抵抗、例えば 1000～ 2000μ
Ω・ cmの範囲の比抵抗ρを得ることができる。また、微結晶相１および第１のアモルファ
ス相２の各島状部間は、磁気的に結合されているため、膜全体として良好な高飽和磁束密
度および軟磁気特性を確保することができる。軟磁性薄膜の比抵抗ρを 1000～ 2000μΩ・
cmというように高比抵抗化することによって、  MHz以上の高周波数帯域で使用した場合に
おいても、渦電流損を十分に抑制することが可能となるため、薄膜磁気素子の低損失化を
達成することができる。
【００２９】
上述したような微結晶相１と第１のアモルファス相２の周囲に、第２のアモルファス相３
を網目状に配置した微構造は、前述した  (2)式の組成範囲において、後に詳述するように
膜形成源の種類、成膜時の雰囲気圧、投入パワー等を最適化することによって得ることが
できる。
【００３０】
第２の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜は、前述した  (2)式で実質的に表される組成を有
するものであり、  (2)式中の  T元素および  M元素はいずれも前述した第１の薄膜磁気素子
に用いる軟磁性薄膜中の  T元素や  M元素と同様な機能を有し、またより好ましい元素や含
有量等も同様である。
【００３１】
また  A元素は、軟磁性薄膜の部分的なアモルファス化を促進すると共に、結晶化温度、保
磁力、異方性エネルギー、磁歪等の改善に寄与する成分であり、 Si、 Ge、 Sn、  B、  Pおよ
び  Cから選ばれる少なくとも  1種の半金属元素を用いる。これら半金属元素のうち、特に
飽和磁束密度の低下を抑制するという点からは Geや Siを用いることが好ましく、さらに結
晶化温度の低下を防止して、アモルファス相の安定化を図る上では Siを用いることが望ま
しい。その他、保磁力、異方性エネルギー、磁歪等の観点から、目的に応じて  A元素を適
宜選択して使用することができる。
【００３２】
上記第２の薄膜磁気素子に用いられる軟磁性薄膜は、酸素を含有していてもよいが、必ず
しも酸素を含有させなければならないものではない。上述したような微構造を得る上にお
いては、酸素含有量は少なくすることが好ましく、 AOv  としての  vの値を  1.5以下とする
ことが好ましい。なお、酸素量が多すぎると第２の結晶相が析出するため、上記  vの値は
多くても  2以下とする。
【００３３】
上述した  A元素の含有量は、上記 AOv  として  1～ 10at.%の範囲とする。 AOv  としての  A元
素の含有量が  1at.%未満であると、第２のアモルファス相を安定に存在させることができ
ず、また AOv  としての  A元素の含有量が 10at.%を超えると、飽和磁化の急激な低下や保磁
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力の増大を招くことになる。  A元素のより好ましい含有量は AOv  として  2～  9at.%の範囲
である。
【００３４】
また、  M元素と  A元素の好ましい組合せは、前述した第１の薄膜磁気素子に用いる軟磁性
薄膜と同様である。さらに、第２の薄膜磁気素子の具体例等も、前述した第１の薄膜磁気
素子と同様である。
【００３５】
上述したような本発明の第２の薄膜磁気素子は、例えば  T1 0 0 - x   Mx  で実質的に表される
第１の膜形成源と、 AOw  (1≦  w≦ 2.5)で実質的に表される第２の膜形成源とを、第１の膜
形成源の面積Ｓ 1  に対する第２の膜形成源の面積Ｓ 2  の比Ｓ c  (=Ｓ 2  ／Ｓ 1  × 100)が  3～
 28%の範囲となるように配置し、このような  2種類の膜形成源を用いると共に、  2Pa以上
の雰囲気中で、上述した混相状態の微構造を有する軟磁性薄膜を成膜する工程を経ること
によって得られる。また、  2以上のスパッタ源を有するスパッタ法や単一のスパッタ源に
よるスパッタ法によっても同様の結果が得られる。
【００３６】
なお、上記混相軟磁性薄膜の形成工程は、前述した第１の薄膜磁気素子と同様に、薄膜磁
気素子の種類に対応させた形で実施されるものである。また、軟磁性薄膜の成膜方法や第
１の膜形成源と第２の膜形成源の配列方法は、第１の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜の
形成と同様でよい。
【００３７】
上述した軟磁性薄膜の形成工程においては、第１の膜形成源と第２の膜形成源の面積比Ｓ

c  に加えて、成膜時の雰囲気圧が重要であり、この雰囲気圧を  2Pa以上とすることによっ
て、微結晶相と第１のアモルファス相の周囲に第２のアモルファス相が配置された微構造
を得ることができる。成膜時の雰囲気圧が  2Pa未満であると、微結晶相とその周囲を埋め
る単一のアモルファス相とからなる微構造しか得られず、軟磁性薄膜の比抵抗の低下を招
くことになる。また、上述した面積比Ｓ c  が 3%未満であると、微結晶相とその周囲を埋め
る単一のアモルファス相とからなる微構造となり、また面積比Ｓ c  が  28%を超えると、新
たな微結晶相が析出することになる。面積比Ｓ c  のより好ましい範囲は  5～ 20% である。
【００３８】
なお、軟磁性薄膜の形成工程における他の条件は、適用した成膜方法に応じて設定すれば
よい。
【００３９】
【実施例】
以下、本発明の実施例ついて説明する。
【００４０】
まず、本発明の第１の薄膜磁気素子の実施例について述べる。薄膜磁気素子について説明
する前に、この第１の実施例の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜の製造例およびその特性
を評価した結果について説明する。
【００４１】
第１の実施例の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜を以下のようにして作製した。すなわち
、 Fe0 . 6 8 Co0 . 1 7 Zr0 . 1 5組成を有する直径  125mm×厚さ  3mmの円板状合金ターゲット上に、
10mm× 10mm×  2.3mmの  SiO2  チップを  0～ 36個の範囲でエロージョンパターン上に均等に
載置した。このように  SiO2  チップを個数を変えて載置した各 Fe0 . 6 8 Co0 . 1 7 Zr0 . 1 5合金タ
ーゲットを、ＲＦマグネトロンスパッタ装置に配置して、熱酸化  SiO2  を有する Si基板（
厚さ  0.6mm）上にスパッタ膜を成膜した。投入電力は  3.3W/cm2  、ターゲット－基板間距
離は 75mmとし、アルゴンガス圧は  1.6Paで一定とした。成膜条件を表１に示す。
【００４２】
【表１】
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得られた各スパッタ膜（膜厚 =0.1μ m)は、Ｘ線回折（薄膜法、管球 Cu（波長 = 0.154056nm
）、入射角 =2°、  2θ： 10～  100°）とＴＥＭ観察によって構造を分析した。Ｘ線回折パ
ターンの一例（  SiO2  チップ面積 = 36cm2  ）を図２に示す。図２に示すＸ線回折パターン
において、  2θ = 20°， 54°， 56°近傍のピークはいずれも基板によるものであり、 44°
付近のブロードなアモルファス状の回折ピークが試料によるものであって、他に結晶ピー
クは存在していない。
【００４３】
また図３に、  SiO2  チップ面積を変えたときのＸ線回折結果として半値幅およびピーク位
置 (2θ）を示す。図３から明らかなように、  SiO2  チップ面積が増えるに従って半値幅が
小さくなり、 20cm2  で極小になった後、再び増加している。また、ピーク位置（  2θ）は
、  SiO2  チップ面積が増えるに従って高角度側に移行し、 20cm2  で極大になった後、再び
低角度側に移行している。
【００４４】
さらに、  SiO2  チップ面積を  (a)10cm2  （Ｓ c  =8.9%)、  (b)20cm

2  （Ｓ c  = 　 19.4%)、  (
c)36cm2  （Ｓ c  =41.5%）とする以外は、それぞれ表１に示す条件でスパッタ成膜した各膜
のＴＥＭ観察を行ったところ、  (a)による膜は  5nm程度の微結晶粒とその微結晶粒の隙間
を埋めるアモルファス相からなり、  (b)による膜は  (a)より増大した 20nm程度の結晶粒と
その結晶粒の隙間を埋めるアモルファス相からなるものであったが、  (c)による膜は一様
なアモルファス相からなるものであった。
【００４５】
図２、図３および上記ＴＥＭ観察結果から明らかなように、微結晶相とアモルファス相と
の混相状態から  SiO2  チップ面積が増えるに従って結晶化が進み、 20cm2  の  SiO2  チップ
面積時に結晶化がピークに達し、その後一様なアモルファス状態へと変化していくことが
分かる。上記ＴＥＭ観察結果として示したように、  SiO2  チップ面積を 36cm2  （Ｓ c  =41.
5%）とした  (c)の膜は一様なアモルファス相からなり、この膜が第１の薄膜磁気素子に用
いるアモルファス軟磁性薄膜に相当するものであって、この第１の実施例による軟磁性薄
膜である。
【００４６】
また、上記微構造の変化に対応して、比抵抗は図４に示すように、  SiO2  チップ面積の増
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加に伴って大きくなる傾向を示し、  SiO2  チップ面積を 36cm2  とした  (c)の膜では 2470μ
Ω・ cmを示した。上述した  (a)、  (b)、  (c)の各膜はいずれもアモルファス相を有してお
り、このアモルファス相の比抵抗が支配的であると考えれば、  SiO2  チップ面積が  0～ 20
cm2  ではそのアモルファス相に応じた比抵抗しか得られておらず、  SiO2  チップ面積が 20
cm2  を超えて結晶相が消失すると、結晶粒内に集中していた Siが膜全体に均一に分布する
ようになり、急激にアモルファス相の比抵抗が大きくなると考えられる。
【００４７】
表２および図５に、 Ar圧を  1.6Paで一定とし、  SiO2  チップ面積を変えたときの組成を示
す。ここでは、主成分を Fe、 Co、 Zr、 Siとした。表２に示すように、 Fe、 Co、 Zrの組成比
はほぼターゲットの仕込み組成と一致していた。図５は、ターゲット鋳込み組成 Fe0 . 6 8 Co

0 . 1 7 Zr0 . 1 5に対する Siの比 u ((Fe0 . 6 8 Co0 . 1 7 Zr0 . 1 5） 1 - u  Siu  ）と  SiO2  チップ面積との
関係を示す図であり、  SiO2  チップ面積の増大に比例して Siの組成がほぼ線形に増加して
いることが分かる。このことから、  SiO2  チップ面積の増大に伴う Si組成の増加が前述し
た微構造および比抵抗の変化をもたらしていることが分かる。
【００４８】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
また図６に、  SiO2  チップ面積を変えたときの磁化履歴曲線を示す。なお、図６の（ｃ）
、（ｄ）において、実線は容易軸方向、破線は困難軸方向の磁化履歴曲線を示している。
 SiO2  チップ面積が小さい（  0～ 10cm2  ）膜は、垂直磁気異方性膜のような振る舞いを示
し、等方的である。  SiO2  チップ面積が 20cm2  の膜では、垂直磁気異方性膜のような振る
舞いを示し、異方的になっている。垂直磁気異方性は、  (100)面が膜面と平行になってい
る微結晶のために現れていると考えられる。  SiO2  チップ面積が 36cm2  の膜では、面内磁
気異方性膜のような振る舞いを示している。これは、微結晶が消失するために形状異方性
が支配的になるためと考えられる。  SiO2  チップ面積が大きくなったときに異方性を示す
のは、試料が一様なアモルファス相であることから、磁歪の逆効果によるものと考えられ
る。
【００４９】
図７に、  SiO2  チップ面積を変えたときの飽和磁化Ｍ s  を示す。飽和磁化Ｍ s  は  SiO2  チ
ップ面積が大きくなるに従って小さくなる傾向を示したが、  SiO2  チップ面積を増大させ
て 1000μΩ・ cm以上の比抵抗を得た場合においても、薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜に
必要な軟磁気特性は維持されていることが分かる。上述したように、この第１の実施例に
よる軟磁性薄膜 (SiO2  チップ面積を 36cm2  とした膜）は、 1000μΩ・ cm以上の高比抵抗が
得られていると共に、薄膜磁気素子に必要な軟磁気特性が維持されていることが分かる。
【００５０】
図８は、  SiO2  チップ面積 36cm2  で成膜した試料に 573K×  1時間、  120kA/m直流磁界中熱
処理を施したときの磁化履歴曲線の変化を示したものである。図８により、熱処理したも
のは成膜直後に比べ顕著に異方性が付与されていることが分かる。
【００５１】
次に、第１の実施例の薄膜磁気素子について述べる。上述した実施例の軟磁性薄膜と同一
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条件で、図９に示す薄膜インダクタ１１の軟磁性膜１２部分を作製した。ここで、図９に
示す薄膜インダクタ１１は、ダブルスパイラル型の平面型コイル１３の両主面に、軟磁性
膜１２、１２を積層形成して構成したものであり、平面型コイル１３と軟磁性膜１２、１
２との間はそれぞれ絶縁層１４で絶縁されている。この実施例の薄膜インダクタは、 10MH
z までほぼ平坦なインダクタンスを示し、かつ 8MHzで品質係数Ｑが 10以上と良好な特性が
得られた。
【００５２】
また、上述した実施例の軟磁性薄膜と同一条件で成膜したアモルファス軟磁性薄膜を用い
て、薄膜磁気ヘッドを作製した。すなわち、非磁性ガラス基板の片面にガラスを被覆し、
他方の面に上記アモルファス軟磁性薄膜と絶縁膜とを交互に所定の厚さまで成膜させて薄
膜磁気ヘッドを作製した。この薄膜磁気ヘッドの特性をドラムテスタおよびメタルテープ
を用いて、 5MHzおよび 8.5MHzの周波数で評価したところ、最適記録電流を用いたときの出
力比 (8.5MHz/5MHz）が -4～ -5dBと良好な結果が得られた。
【００５３】
次に、本発明の第２の薄膜磁気素子の実施例について述べる。薄膜磁気素子について説明
する前に、この第２の実施例の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜の製造例およびその特性
を評価した結果について説明する。
【００５４】
第２の実施例の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜を以下のようにして作製した。すなわち
、 Fe0 . 6 8 Co0 . 1 7 Zr0 . 1 5組成を有する直径  125mm×厚さ  3mmの円板状合金ターゲット上に、
10個の 10mm× 10mm×  2.3mmの  SiO2  チップをエロージョンパターン上に均等に載置した。
このような 10個の  SiO2  チップを載置した Fe0 . 6 8 Co0 . 1 7 Zr0 . 1 5合金ターゲットを、ＲＦマ
グネトロンスパッタ装置に配置して、熱酸化  SiO2  を有する Si基板（厚さ  0.6mm）上にス
パッタ膜を成膜した。投入電力は  3.3W/cm2  、ターゲット－基板間距離は 75mmとし、また
Arガス圧は  1.3～  3.3Paの範囲で変化させた。成膜条件を表３に示す。
【００５５】
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
得られた各スパッタ膜は、Ｘ線回折（薄膜法、管球 Cu（波長 =0.154056nm)、入射角  2°、
 2θ = 10～  100°）とＴＥＭ観察によって構造を分析した。
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【００５６】
図１０に、 Arガス圧を変えたときのＸ線回折結果として半値幅およびピーク位置 (2θ）を
示す。図１０に示すように、半値幅およびピーク位置 (2θ）は Arガス圧に対して極端な依
存性は示していないものの、 Arガス圧を (d)1.6Pa、 (e)3.3Paとする以外は、それぞれ表３
に示した条件でスパッタ成膜した各膜のＴＥＭ観察を行った結果、  (d)による膜は  5nm程
度の微結晶粒とその微結晶粒の隙間を埋めるアモルファス相からなるものであったが、  (
e)による膜は  5nm程度の微結晶粒とコントラストの異なる  2相のアモルファス相からなり
、一方のアモルファス相は微結晶粒と粒状の他方のアモルファス相の周囲を埋めるように
配置されていることを確認した。
【００５７】
図１０および上記ＴＥＭ観察結果から明らかなように、 Arガス圧を増加させることによっ
て、微結晶粒と粒状のアモルファス相の周囲を埋めるように他のアモルファス相が配置さ
れた微構造を有する軟磁性薄膜が得られることが分かる。上記ＴＥＭ観察結果から明らか
なように、 Arガス圧を  3.3Paとした  (e)の膜が第２の薄膜磁気素子に用いる混相軟磁性薄
膜に相当し、この第２の実施例による軟磁性薄膜である。
【００５８】
また、上記微構造の変化に対応して、比抵抗は図１１に示すように、 Arガス圧の増加に伴
って大きくなる傾向を示し、 Arガス圧を  3.3Paとした膜では 1440μΩ・ cmを示した。
【００５９】
表４および図１２に、 Ar圧を変えたときの組成を示す。ここでは、主成分を Fe、 Co、 Zr、
Siとした。表４に示すように、 Fe、 Co、 Zrの組成比はほぼターゲットの仕込み組成と一致
していた。図１２は、ターゲット鋳込み組成（ Fe0 . 6 8 Co0 . 1 7 Zr0 . 1 5）に対する Siの比 u ((
Fe0 . 6 8 Co0 . 1 7 Zr0 . 1 5） 1 - u  Siu  ）と Arガス圧との関係を示す図であり、 Arガス圧に対して
Si組成はほとんど変化していないことが分かる。このことから、前述した微構造および比
抵抗の変化は組成変化に伴うものではないことが分かる。
【００６０】
【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
また図１３に、 Arガス圧を変えたときの飽和磁化Ｍ s  と保磁力Ｈ c  を示す。飽和磁化Ｍ s  

は Arガス圧が大きくなるに従って小さくなる傾向を示し、また保磁力Ｈ c  は Arガス圧の増
大に伴って一旦減少するものの、  2Pa前後を境に大きくなる傾向を示したが、 Arガス圧を
増大させて 1000μΩ・ cm以上の比抵抗を得た場合においても、薄膜磁気素子に用いる軟磁
性薄膜に必要な軟磁気特性は維持されていることが分かる。
【００６１】
上述したように、この実施例による軟磁性薄膜（ Arガス圧を  3.3Paとした膜）は、 1000μ
Ω・ cm以上の高比抵抗が得られていると共に、薄膜磁気素子に必要な軟磁気特性が維持さ
れていることが分かる。
【００６２】
次に、第２の実施例の薄膜磁気素子について述べる。上述した実施例による混相軟磁性薄
膜と同一条件で、図９に示した薄膜インダクタ１１の軟磁性膜１２部分を作製した。この
第２の実施例の薄膜インダクタは、 8MHzまでほぼ平坦なインダクタンスを示し、かつ 5MHz
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で品質係数Ｑが  8以上と良好な特性が得られた。
【００６３】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明の薄膜磁気素子によれば、高電気抵抗と良好な飽和磁束密度
を同時に満たす軟磁性薄膜を用いているため、高周波数帯域特に  MHz以上の動作周波数に
おいても渦電流損を抑制することが可能となる。従って、本発明の薄膜磁気素子を例えば
薄膜磁気ヘッドに適用すれば、再生出力の向上を図ることができ、また薄膜インダクタ等
に適用すれば、エネルギー変換効率等の向上を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の第２の薄膜磁気素子に用いる軟磁性薄膜の微構造を模式的に示す図で
ある。
【図２】　本発明の第１の実施例による軟磁性薄膜のＸ線回折パターンを示す図である。
【図３】　本発明の第１の実施例で作製した軟磁性薄膜のＸ線回折結果としての半値幅お
よびピーク位置の  SiO2  チップ面積に対する依存性を示す図である。
【図４】　本発明の第１の実施例で作製した軟磁性薄膜の比抵抗の  SiO2  チップ面積に対
する依存性を示す図である。
【図５】　本発明の第１の実施例で作製した軟磁性薄膜の膜組成の  SiO2  チップ面積に対
する依存性を示す図である。
【図６】　本発明の第１の実施例で作製した軟磁性薄膜の磁化履歴曲線の  SiO2  チップ面
積に対する依存性を示す図である。
【図７】　本発明の第１の実施例で作製した軟磁性薄膜の飽和磁化Ｍ s  の  SiO2  チップ面
積に対する依存性を示す図である。
【図８】　本発明の第１の実施例による軟磁性薄膜に直流磁場中熱処理を施した前後の磁
化履歴曲線を示す図である。
【図９】　本発明の実施例で作製した薄膜インダクタの構造を模式的に示す図である。
【図１０】　本発明の第２の実施例で作製した軟磁性薄膜のＸ線回折結果としての半値幅
とピーク位置の  SiO2  チップ面積に対する依存性を示す図である。
【図１１】　本発明の第２の実施例で作製した軟磁性薄膜の比抵抗の Arガス圧に対する依
存性を示す図である。
【図１２】　本発明の第２の実施例で作製した軟磁性薄膜の膜組成の Arガス圧に対する依
存性を示す図である。
【図１３】　本発明の第２の実施例で作製した軟磁性薄膜の飽和磁化Ｍ s  および保磁力Ｈ

c  の Arガス圧に対する依存性を示す図である。
【符号の説明】
１……微結晶相
２……第１のアモルファス相
３……第２のアモルファス相
４……軟磁性薄膜
１１……薄膜インダクタ
１２……平面型コイル
１３……軟磁性膜
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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